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2017年 2月 6日号 

調査情報部  

今週の見通し 

先週の東京市場は反落の後、下げ渋った。トランプ大統領はイスラム諸国からの米国入国を禁じ、警戒感が

高まったほか、日本や中国に対する為替操作疑惑を強めたことから円高が進み、全般軟調となった。しかし、国

内企業の業績好調を背景に押し目買い意欲も強く、底堅さも見られた。日経平均は 19000円を挟んでもみ合いと

なったが、個別では決算内容によって、値動きが大きくなる銘柄が目立った。米国市場はトランプ発言への警戒

感を強め、軟調な展開となった。企業決算はほぼ一巡し、良好な結果が目立ったが、月初の経済指標の発表を

控えて、見送りムードが広がった。為替市場でドル円は、トランプ大統領の保護主義的な政策を受け、ドル安が

進み、一時約 2 か月ぶりに 1 ドル 112 円台前半を付ける場面があった。ユーロ円は引き続き 1 ユーロ 122 円を

挟んでもみ合いとなった。 

今週の東京市場は、一進一退の展開が予想される。週末に日米首脳会談を控え、大統領や要人の発言に神

経質となり、様子見ムードが広がろう。だが、良好な企業決算を背景に、押し目買いも継続するとみられ、下値も

限定的となろう。米国市場はトランプ大統領の政策への期待と懸念が交錯し、もみ合いの展開が続こう。為替市

場ではトランプ大統領発言のほか、米経済指標をにらみながら、長期金利動向に左右されやすい展開となろう。

ドル円は 1 ドル 112円～115円、ユーロ円は 1ユーロ 121円～123円のもみ合いが続こう。 

今週、国内では 6日(月)に 12月の毎月勤労統計、7日(火)に 12月の景気動向指数、8日(水)に 1月の景気ウ

ォッチャー調査、9日（木）に12月の機械受注が発表されるほか、10日(金)は 2月のオプションSQ算出日となる。

一方、海外では7日に12月の米貿易収支、10日に1月の中国貿易統計、1月の米財政収支が発表されるほか、

10日に日米首脳会談が行われる。 

テクニカル面で日経平均は、25 日線を再び下回ったうえ、日足一目均衡表の転換線や基準線を割り込んで、

抵抗帯の雲領域に沈んだ。週足では 13週線をかろうじて維持したものの、一目均衡表の転換線をわずかながら

下回った。13週線（18873円：3日現在）を明確に割り込むと、1月 18日安値（18650円）や 75日線（18429円：同）

が下値めどとして意識されよう。一方、戻りめどは日足一目均衡表の転換線（19134円：同）や 25日線（19173円：

同）、1月 27日高値（19486円）などとなろう。 (大谷 正之)   
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各種指数の推移 （Bloombergデータより証券ジャパン調査情報部が作成） 
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☆３月期決算で信用取組が良好である主な高配当利回り銘柄群 

東証 1部合算の信用倍率は 1月 27日時点で 2.14倍と低水準にある。個別でも東証 1部上場で信用倍率が 1

倍以下の銘柄は、全体の37.8％に相当する756銘柄に達しており、中には予想配当利回りで2.5％以上の銘柄も

多数存在している。業績堅調な銘柄も散見され、中期スタンスで注目したい。（野坂 晃一） 

 

投資のヒント 
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信越化学工業(4063･東 1)  

第 3四半期(4－12月)業績は売上高が前年同期比

5.5％減の 9222億円、営業利益が同 11.5％増の 1811

億円となった。売上高は円高などの影響によって、すべ

てのセグメントで減収となったものの、営業利益は工場

稼働率の上昇などにより、すべてのセグメントで増益を

達成した。主力の塩ビ・化成品事業は米国シンテック社

の生産能力増強が寄与したほか、欧州も堅調に推移し

た。シリコーン事業は国内が化粧品向けや車載向け、

海外は米国や中国、東南アジアで機能製品が好調だっ

た。機能性化学品事業はセルロース誘導体が国内では

医薬品向けに、欧州では塗料、建築材用に堅調だった。

また、半導体シリコン事業は中国のスマホ向けなどの堅

調な需要に支えられ、健闘した。さらに、電子・機能材料

事業もハイブリッド車向け希土類磁石や光ファイバー用

プリフォームが売り上げを伸ばした。今回も通期見通し

は据え置かれたが、営業利益の進捗率は 80.4％と前年

同期の 77.9％を上回っているうえ、製品値上げも進展す

るとみられ、計画上振れとなる可能性があろう。（大谷 正之） 

 

日立製作所（6501･東 1)  

第 3四半期（10－12月）の調整後営業利益（以下：営

業利益）は1402億円と前年同期比で4％増加した。円高

の影響（▲200億円）や日立物流、日立キャピタルの持

分法適用化に伴う減益要因（2社分合計で▲180億円）

など事業再編の影響があったものの、構造改革や原価

低減効果などでカバーした。通期の営業利益予想は

5400億円から 5600億円に上方修正された。ただ、構造

改革効果が進捗、原価低減効果や情報通信・システム

の上振れや高機能材料、電子装置・システムの収益性

改善も見込まれるため、さらなる上振れの可能性もあろ

う。なお、第 4四半期（1－3月）の想定為替レートは 1 ド

ル 110円、1ユーロ 115円。また、2018年度に営業利益

率 8％という経営目標を掲げている。非中核事業の金融

や物流に続いて3月には日立工機の株式を全株売却予

定など事業ポートフォリオ改革を進める他、構造改革を

一段と加速、成長分野である社会イノベーション事業に

経営資源を集中していく方針。（増田 克実）  

今週の参考銘柄 
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堀場製作所(6856･東 1)  

16/12期第3四半期(1－9月)業績は売上高が前年同

期比 2.9％減の 1169億円、営業利益が同 23.2％減の

106.5 億円となった。自動車計測システム機器部門では、

昨年買収した英国子会社の寄与があったものの、円高

で減収となったうえ、びわこ工場の本格稼働で償却費

が増え、大幅減益となった。環境・プロセスシステム機

器部門では米石化企業向けが堅調に推移したものの、

アジアの環境規制向けが減少し減収減益となった。医

用システム機器部門では欧米の売り上げが円高の影

響で減少する一方、国内の自動血球計数装置が伸び

たほか、アジアでも販売好調で、営業増益となった。半

導体システム機器部門は半導体製造装置メーカー向け

が伸び、円高にも関わらす微増収となったが、利益面で

は熊本地震の影響などにより減益だった。また、科学シ

ステム機器部門は国内が堅調だったものの、欧米が円

高の影響を受け、減収減益となった。通期見通しは据

え置かれたが、自動車向けや半導体向けの好調に加

え、円高や熊本地震の影響もほぼ織り込まれたとみら

れ、17/12期に向けた回復が期待されよう。決算発表は 2月 14日予定。（大谷 正之） 

 

その他 
  
花王（4452） 
前期の営業利益は前年比 10.9％増の 1855億円と過去最高を更新した。国内の日用品が高付加価値品を中心に

販売好調だった他、原材料価格の低下やコスト削減効果も大きく出た。ＲＯＥは 18.6％と 15/12期から 2.5％上昇。

今期の営業利益は前年比 7.8％増の 2000億円を見込む。新製品、高付加価値品を積極投入する他、中国のベビ

ーおむつの回復、コスト削減効果も寄与しそうだ。なお、今期の年間配当は 108円と 28期連続して増配を計画。 
 
野村ＨＤ（8604） 
第 3四半期（10－12月）の海外の税前利益は 959億円と前四半期比 17％増。市況の好転、選択と集中を加速さ

せたことから米州を中心に海外が好調で、税前利益は 314億円と前四半期比で 3割強伸びた。 
 
ＪＦＥＨＤ（5411） 
通期の経常利益は 700億円見通しと従来の計画から 400億円上方修正した。円安の進行や棚卸資産評価差など

が寄与しそう。なお、主力の鉄鋼事業は、原料炭を始めとした原料価格の上昇によるスプレッドの悪化などがあっ

たものの、国内の鋼材需要の回復や海外鋼材市況の底入れなどがみられる他、足元で値上げ交渉を進めている。

また、エンジニアリング事業は、受注拡大やコストダウン効果が見込まれるため、過去最高を更新する見通し。 
 
日本ガイシ（5333） 
通期の営業利益見通しを従来より 90億円上方修正した。円安効果、自動車用排ガス浄化装置の堅調や半導体

製造装置用セラミックス製品の需要が増加しているため。今後も欧州や中国で排ガス規制強化が強まりそうで、

自動車用排ガス浄化装置の需要拡大が予想される。 
（増田 克実） 

今週の参考銘柄 
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＜国内スケジュール＞ 

２月６日（月） 

１２月毎月勤労統計（９：００、厚労省） 

２月７日（火） 

１２月景気動向指数（１４：００、内閣府） 

１１月消費活動指数（１４：００、日銀） 

２月８日（水） 

１２月、１６年国際収支（８：５０、財務省） 

１月景気ウォッチャー調査（１４：００、内閣府） 

２月９日（木） 

１月マネーストック（８：５０、日銀） 

１２月機械受注（８：５０、内閣府） 

１月工作機械受注（１５：００、日工会） 

２月１０日（金） 

１月企業物価（８：５０、日銀） 

オプション取引ＳＱ算出日 

１２月第３次産業活動指数（１３：３０、経産省） 

上場  安江工務店<1439>ジャスダック、名証 

 

＜国内決算＞ 

２月６日（月） 

11:00～  <3Q>帝人<3401>、ミツウロコＧＨＤ<8131> 
13:00～  <3Q>王子ＨＤ<3861>、レンゴー<3941>、住友ベーク<4203>、ＬＩＸＩＬ Ｇ<5938>、住友倉<9303> 
14:00～  <3Q>プリマハム<2281>、科研薬<4521>、小野建<7414>、丸紅<8002>、日証金<8511> 
15:00～  ＪＴ<2914>、東建物<8804>、ＧＭＯ<9449>、船井総ＨＤ<9757> 

<1Q>浜松ホトニク<6965> 
<2Q>ドンキホテＨＤ<7532> 
<3Q>マルハニチロ<1333>、日本粉<2001>、博報堂ＤＹ<2433>、サンマルクＨＤ<3395>、 
オリコン<4800>、冶金工<5480>、栗本鉄<5602>、日製鋼<5631>、東邦鉛<5707>、ＤＯＷＡ<5714>、 
ディスコ<6146>、グローリー<6457>、サンケン<6707>、新電元<6844>、岩崎電<6924>、 
太陽誘電<6976>、ニチコン<6996>、スズキ<7269>、岡村製<7994>、岩谷産<8088>、千葉銀<8331>、 
三菱地所<8802>、福山運<9075>、スクエニＨＤ<9684> 

16:00～   コカウエスト<2579> 
<3Q>田辺三菱<4508>、富士興産<5009>、セガサミーＨＤ<6460>、トヨタ<7203>、スクリン<7735> 

時間未定 <3Q>伊ハム米久<2296>、ニチアス<5393>、ホーチキ<6745> 

２月７日（火） 

11:00～  <3Q>ユニチカ<3103>、デンカ<4061> 
12:00～  <3Q>ティアック<6803> 
13:00～  <3Q>旭化成<3407>、ＪＸ<5020>、シンフォニア<6507>、ケーヒン<7251>、住友商<8053> 
14:00～  <3Q>森永乳<2264>、ニチレイ<2871>、三菱紙<3864>、タキロン<4215>、文化シヤッタ<5930> 
15:00～  旭硝子<5201> 

<1Q>セプテーニＨＤ<4293> 
<3Q>コムシスＨＤ<1721>、ＰＳ三菱<1871>、ＮＩＰＰＯ<1881>、明治ＨＤ<2269>、日清オイリオ<2602>、
エディオン<2730>、アルフレッサＨＤ<2784>、アリアケ<2815>、日清食ＨＤ<2897>、大阪工機<3173>、
ブックオフ<3313>、日曹達<4041>、大陽日酸<4091>、参天薬<4536>、ツムラ<4540>、ニチレキ<5011>、
出光興産<5019>、ノリタケ<5331>、住友鉱<5713>、リンナイ<5947>、椿本チエイン<6371>、 
兼松エンジ<6402>、京三<6742>、横河電<6841>、三井造<7003>、島津<7701>、バンナムＨＤ<7832>、
タカラトミー<7867>、図書印<7913>、共同印<7914>、青山商<8219>、スルガ銀<8358>、 
京阪ＨＤ<9045>、名鉄<9048>、上組<9364>、テレ朝ＨＤ<9409>、ＮＴＴデータ<9613> 

16:00～  <3Q>ライト工<1926>、カーバイド<4064>、日本化<4092>、オカモト<5122>  

タイムテーブルと決算予定（予定は変更になる場合があります） 
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２月８日（水） 
11:00～  クラレ<3405> 

<3Q>日清紡ＨＤ<3105>、シキボウ<3109> 
12:00～  <3Q>鹿島<1812>、ＩＩＪ<3774> 
13:00～  <3Q>三住道路<1776>、東洋紡<3101>、三菱ケミＨＤ<4188>、ヨコオ<6800>、富士重<7270>、 

三井物<8031> 
14:00～  <3Q>石油資源<1662>、安藤ハザマ<1719>、大成建<1801>、三星ベ<5192>、フジテック<6406>、 

スターツ<8850>、朝日放送<9405> 
15:00～  ＳＵＭＣＯ<3436> 

<3Q>三住建設<1821>、日特建<1929>、三機工<1961>、森永<2201>、ディーエヌエー<2432>、 
不二製油<2607>、日医工<4541>、ＳＭＣ<6273>、荏原<6361>、ダイキン<6367>、ブラザー<6448>、 
ＪＤＩ<6740>、いすゞ<7202>、クレセゾン<8253>、京急<9006>、ＪＲ九州<9142>、テアトル<9633>、 
ニチイ学館<9792>、ソフトバンクＧ<9984> 

16:00～  <3Q>三井ホーム<1868>、カネカ<4118>、サンデンＨＤ<6444> 
時間未定 <3Q>ニチバン<4218>、新東工<6339> 

２月９日（木） 

11:00～  <3Q>日揮<1963>、オリジン<6513> 
12:00～  <3Q>千代化建<6366> 
13:00～  <3Q>前田建<1824>、東レ<3402>、東京綱<5981>、紙パル商<8032> 
14:00～   <3Q>大和ハウス<1925>、大日塗<4611>、藤倉ゴム<5121>、高島<8007>、山善<8051>、住友不<8830> 
15:00～  福田組<1899>、ＣＯＯＫＰＡＤ<2193>、コカ・コーラＥＪ<2580>、マクドナルド<2702>、 

すかいら<3197>、資生堂<4911>、東海カ<5301>、ヤマハ発<7272>、ＰＡＬＴＥＫ<7587>、タムロン<7740> 
<3Q>熊谷組<1861>、前田道<1883>、東洋建<1890>、高砂熱<1969>、ミクシィ<2121>、Ｊオイル<2613>、
大日精<4116>、テルモ<4543>、関西ペ<4613>、洋インキＨＤ<4634>、リゾートトラ<4681>、 
エンジャパン<4849>、住友大阪<5232>、三菱マ<5711>、日工<6306>、油研工<6393>、平和<6412>、 
エイベックス<7860>、大日印<7912>、日写印<7915>、河合楽<7952>、ミズノ<8022>、ニプロ<8086>、 
ＡＯＫＩ ＨＤ<8214>、西武ＨＤ<9024>、セコム<9735>、日本ＫＦＣ<9873>、サンドラッグ<9989> 

16:00～  <3Q>東急建設<1720>、鉄建建設<1815>、奥村組<1833>、世紀東急<1898>、東急不ＨＤ<3289>、
日産自<7201>、ハピネット<7552> 

17:00～  <3Q>ダイニック<3551>、富士石油<5017> 

２月１０日（金） 

11:00～  ミヨシ<4404> 
<3Q>極洋<1301>、戸田建<1860>、雪印メグ<2270>、トリドールＨＤ<3397>、洋エンジ<6330> 

12:00～  <1Q>コナカ<7494> 
13:00～  <3Q>松井建<1810>、日道路<1884>、大王紙<3880>、阪和興<8078>、小田急<9007>、日本電計<9908> 
14:00～  <3Q>西松建<1820>、永谷園ＨＤ<2899>、アキレス<5142>、タクマ<6013>、日ピス<6461>、 

レオパレス２１<8848>、明和地所<8869> 
15:00～  不二家<2211>、スタジオアリス<2305>、アルテＨＤ<2406>、ライオン<4912>、カーボン<5302>、 

ＤＭＧ森精<6141>、ＪＵＫＩ<6440>、大塚家具<8186> 
<1Q>ユーグレナ<2931> 
<2Q>ショーボンド<1414>、総医研<2385> 
<3Q>国際帝石<1605>、長谷工<1808>、五洋建<1893>、大気社<1979>、大戸屋ＨＤ<2705>、 
マツモトキヨシ<3088>、パピレス<3641>、石原産<4028>、大阪ソーダ<4046>、エア・ウォーター<4088>、
戸田工<4100>、ステラケミファ<4109>、沢井薬<4555>、ラウンドワン<4680>、太平洋セメ<5233>、 
大平金<5541>、アマダＨＤ<6113>、旭ダイヤ<6140>、ソディック<6143>、新川<6274>、酒井重<6358>、
ダイフク<6383>、岩崎通<6704>、日電子<6951>、カルソカンセ<7248>、新家工<7305>、タカタ<7312>、
三城ＨＤ<7455>、第一興商<7458>、ワタミ<7522>、ヤマノＨＤ<7571>、シチズン<7762>、大建工<7905>、
凸版<7911>、モスフード<8153>、三井不<8801>、東急<9005>、丸全運<9068>、トナミＨＤ<9070>、 
セイノーＨＤ<9076>、ＮＴＴ<9432> 

16:00～  ナブテスコ<6268> 
<2Q>大日本コン<9797> 
<3Q>若築建<1888>、ゲオＨＤ<2681>、市光工<7244> 

時間未定 フルキャストＨＤ<4848> 
<3Q>森組<1853>、北野建<1866>、日特塗<4619>、アサヒペン<4623>、ＴＨＫ<6481> 

タイムテーブルと決算予定（予定は変更になる場合があります） 
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＜海外スケジュール・現地時間＞ 

２月６日（月） 

休場  ＮＺ（ワイタンギ条約記念日）、メキシコ（憲法記念日） 

２月７日（火） 

米  １２月貿易収支 

米  １２月消費者信用残高 

２月８日（水） 

特になし 

２月９日（木） 

米  １２月卸売売上高 

シカゴ自動車ショー（２０日まで） 

休場  マレーシア（タイプーサム） 

２月１０日（金） 

中  １月貿易統計 

米  ２月ミシガン大消費者景況感指数 

米  １月財政収支 

日米首脳会談（ワシントンＤ.Ｃ.） 

 

＜海外決算・現地時間＞ 

２月７日（火） 

ＧＭ、アカマイ、ギリアド、ディズニー、モンデリーズ、ニュアンス 

２月８日（水） 

アイロボット 

２月９日（木） 

コカ・コーラ、アクティビジョン、エヌビディア 

タイムテーブルと決算予定（予定は変更になる場合があります） タイムテーブルと決算予定（予定は変更になる場合があります） 
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投資にあたっての注意事項 

●手数料について 

○国内金融商品取引所上場株式の委託取引を行う場合、一取引につき対面取引では約定代金に対して最大

1.2420％（税込）（但し、最低 2,700 円（税込））の委託手数料をご負担いただきます。また、インターネッ

ト取引では、「約定毎手数料コース」においては、1 取引の約定代金が 100万円以下の場合は１取引につき 540

円（税込）、1取引の約定代金が 100 万円超の場合は 1取引につき 1,080円（税込）の委託手数料をご負担い

ただきます。「1日定額コース」においては、1日の約定代金 300万円ごとに 1,620 円（税込）の委託手数料

をご負担いただきます。 

募集等により取得する場合は購入対価のみをお支払いただきます。 

※1日定額コースは、取引回数（注 1）が 30回以上の場合、現行の手数料に加えて 21,600円（税込）の追加

手数料を加算させていただきます。（注 2） 

 注 1取引回数＝約定に至った注文の数 

 注 2複数市場へのご注文は市場ごとに 1 回の注文となります。 

○外国金融商品取引所上場株式の外国取引を行う場合、売買金額（現地約定代金に買いの場合は現地諸費用を

加え、売りの場合は現地諸費用を差し引いた額）に対して最大 1.2960％(税込)の取次手数料をご負担いただ

きます。 

○非上場債券（国債、地方債、政府保証債、社債）を当社が相手方となりお買付けいただく場合は購入対価の

みをお支払いいただきます。 

○投資信託の場合は銘柄ごとに設定された販売手数料及び信託報酬等諸経費等をご負担いただきます。 

○外貨建て商品の場合、円貨と外貨の交換、または異なる外貨間の交換については、為替市場の動向に応じて

当社が決定した為替レートによります。 

●リスクについて 

○株式は、株価変動による元本の損失を生じるおそれがあります。また、信用取引を行う場合は、対面取引に

おいては建玉金額の 30％以上かつ 100 万円以上、インターネット取引においては建玉金額の 30％以上かつ

30 万円以上の委託保証金の差し入れが必要です。信用取引は、少額の委託保証金で多額の取引を行うことが

できることから、損失の額が多額となり差し入れた委託保証金の額を上回るおそれがあります。外国株式の

場合、為替相場によっても元本の損失を生じるおそれがあります。 

○債券は、金利水準の変動等により価格が上下することから、元本の損失を生じるおそれがあります。 

外国債券は、金利水準に加えて、為替相場の変動により元本の損失を生じるおそれがあります。 

○投資信託は、銘柄により異なるリスクが存在しており、各銘柄の組入有価証券の価格の変動により元本の損

失を生じるおそれがあります。各銘柄のリスクにつきましては目論見書等をよくお読み下さい。 

●お取引にあたっては、開設された口座や商品ごとに手数料等やリスクは異なりますので、上場有価証券等書

面、契約締結前交付書面、目論見書、お客様向け資料等をよくお読み下さい。これら目論見書等、資料のご

請求は各店の窓口までお申出下さい。 

●銘柄の選択、投資に関する最終決定はご自身の判断でお願いいたします。 

●本資料は信頼できると思われる情報に基づいて作成したものですが、その正確性、完全性を保証したもので

はありません。本資料に示された意見や予測は、資料作成時点での当社の見通しであり今後予告なしに当社

の判断で随時変更することがあります。また、本資料のコンテンツ及び体裁等も当社の判断で随時変更する

ことがあります。 

2017年 2月 3日現在、金融商品取引所の信用取引の禁止措置等の規制銘柄は当レポートより除外しておりま

す。今後、金融商品取引所等により新たな規制が行われる可能性があります。 

●当社の概要 

商号等：株式会社証券ジャパン 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第 170 号 

加入協会：日本証券業協会 

 

 コンプライアンス推進部審査済 2017年 2月 3日 


